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1 ．はじめに
　会社の組織に関する訴え（会社828条以下）が、時として、会社の内紛さ
らには支配権にかかる紛争中の会社関係者に利用されることがある。紛争
の当事者、すなわち被告となる会社と相手方原告が訴訟を適切に利用せず
に馴合い訴訟を行い、その結果、詐害判決が下されるというものである。
　民事訴訟法の原則では、確定判決の既判力は、当事者に対して効力を有
するが、会社の組織に関する訴えの請求を認容する確定判決は、第三者に
対しても拡張される（会社838条）。会社法が、組織に関する訴えについて
対世効を与えたのは、会社の経済活動の範囲が広くその信頼性を損なう可
能性があるため、会社組織に関する法律関係を画一的に確定し、法的安定
を図る趣旨とされる
（１）
。さらに会社法は、会社の組織に関する訴えの被告を
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（ 1 ）　岩原紳作「株主総会決議を争う訴訟の構造」（九・完）」法協97巻 8 号1092頁
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会社と定めているが（会社834条）、これは、請求認容の判決が確定する
と、会社の組織に重大な影響を及ぼすところから、組織の主体である会社
自身による訴訟追行の機会を保障し、第三者の利益保護も会社による訴訟
行為に委ねる、とするものである。また、当事者である会社が自らの不利
益につながる行動は取らないであろう、と考えられるからでもある
（２）
。
　しかしながら、会社の内紛が発生している中小会社における会社関係訴
訟では
（３）
、被告会社側として訴訟行為を行う者が支配権をめぐる争いの一方
当事者であることが考えられ
（４）
、法の予定しない事態が生じていることは、
後述の判例でうかがうことができる。こうして、会社の組織に関する訴訟
の外に置かれ、しかしながら判決の効力を受ける第三者が、訴訟手続に関
与する機会のないまま、株主権あるいは株主としての地位そのもの、また
は役員の地位が奪われるような、既判力の拘束を受ける関係者が生じう
る。すなわち、訴訟結果について利害関係を有する第三者が、その訴訟係
属を知らない、あるいは関与しないまま詐害判決が確定し、その結果、自
らの権利が害される可能性が生ずるのである。
　そのような詐害判決が下されるのを防ぐには、利害関係人が現訴訟に参
加できればよい。また、事後的に、そのような判決を覆す方法が用意され
ればよいことになる。しかし、そこには会社法の規定のあり方だけでな
く、民事訴訟法上の理論も含めて、簡単に解決できない問題が存在するよ
うである。そこで本稿では、近時下された最高裁判所の判断
（５）
も含めて、会
（1980）。
（ 2 ）　伊藤眞「会社の訴訟追行と信義誠実の原則−新株発行無効判決の対世効と第三
者による再審の訴え」金判1434号 2 頁（2014）。
（ 3 ）　商事関係訴訟に係る紛争の実態として、西岡清一郎・大門匤編『商事関係訴訟
［改訂版］ 2 』［佐々木宗啓］18頁（青林書院、2015）。
（ 4 ）　新株発行の効力を争う訴えや株主総会決議の瑕疵を争う訴えは、株主の締出し
や支配権をめぐる争いでしばしば用いられる。法人内部の紛争はコップの中で生じ
ている（谷口安平「団体をめぐる紛争と当事者適格」ジュリスト500号322頁（1972）、
大杉謙一「会社事件手続法の総論的考察」川嶋四郎・中東正文編『会社事件手続法
の現代的展開』 3 頁（日本評論社、2013））と称されるのも、頷けるところがある。
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社法と民事訴訟法の交錯する部分を検討してみることにする。
2 ．会社法と第三者の利益保護
　会社の組織に関する訴えで、原告の請求が認容されるなら自らの利益が
損なわれることとなる第三者は、まず、訴訟係属中に被告側に加わること
ができれば、会社側の不誠実な訴訟活動を防止できる。
（ 1 ）会社の組織に関する訴えへの訴訟参加
　会社法制定前の商法には、会社の組織に関する訴えについて、相手方、
すなわち被告に関する明示的な規定はなかった。しかし、組織に関する行
為の実体法上の主体として処分権限を有しているのは会社であるから、判
例上、組織に関する訴えについては、管理処分権を有する会社のみが被告
となりうるのは当然、とされてきたし
（６）
、会社法学者の間でも基本的にその
ように解されてきた
（７）
。そして、会社法改正時に、会社の組織に関する訴え
の被告は会社と定められたことから（会社834条
（８）
）、立法による解決を見た
ものと考えられた。
　会社法が被告を法定した趣旨は、被告の選定は訴え提起にあたり不可欠
であるところ、被告となるべき者の選定に関して解釈の争いが生じ、本案
とは無関係の事項で訴訟が遅延することは、訴訟経済上も妥当ではないと
して、それまでの解釈を明示的に規定したものとされる
（９）
。すなわち、会社
（ 5 ）　後掲、最一決平成25年 1 月21日 判例 3 ─ 3 、最一決平成26年 7 月10日 判例 4 ─ 3 。
（ 6 ）　広島高裁岡山支部判昭和33年12月26日民集15巻10号2589頁、株主総会決議の瑕
疵について最判昭和36年11月24日民集15巻10号2583頁、新株発行不存在確認の訴え
について最判平成 9 年 1 月28日民集51巻 1 号40頁。
（ 7 ）　江頭憲治郎『株式会社法〔第 7 版〕』369頁（有斐閣、2017）。
（ 8 ）　ただし、社員が債権者を害することを知って持分会社を設立した場合の「設
立取消の訴え」では、当該持分会社とその社員が被告とされる（同条19号）。
（ 9 ）　相澤哲『一問一答新会社法［改訂版］』237頁（商事法務、2009）、江頭憲治郎、
中村直人編著『論点体系　会社法 6 （組織再編Ⅱ、外国会社、雑則、罰則） 』［得
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の組織に関する争いで、原告が裁判に訴える場合に、アクセスの容易さを
確保するという面が重視されたものである。実際、会社が訴えられたな
ら、確実に訴訟活動を行い、あえて敗訴するような訴訟活動はしない、と
考えられるからでもある。
　しかし、民事訴訟法の学会では、以前から、法人の内部紛争における当
事者適格（とりわけ被告適格）について論争があった。たとえば、取締役
選任に係る株主総会決議取消しの訴えにおいて最も利害関係が強い当該取
締役について、自己の法的地位を守るための手段を認める必要性があると
して、議論が積み重ねられてきた。会社法による被告適格に関する規定の
制定後も、それで解決を見たとは考えられず、依然としてその議論は続い
ているようである
（10）
。すなわち、例えば役員選任にかかる株主総会決議の効
力を争う訴訟では、訴訟に自らの地位がかけられている被選任取締役の手
続保障として、これらの者が会社と並んで被告の地位を与える必要がない
か
（11）
、あるいは、片面的対世効（会社838条）との関係で、充実した訴訟追
行を期待される者に当事者適格を付与すべきではないか
（12）
、との問題提起で
ある。
　しかし最高裁は、役員選任にかかる総会決議取消しの訴えでは共同訴訟
的補助参加は可能とする一方で、当該取締役が被告である会社側に共同訴
訟参加（民訴52条）することはできない、との立場をとっている
（13）
。
津晶］172頁（第一法規、2012）。
（10）　民事訴訟法学会誌55号125頁（2009）、本間靖規「新会社法の施行とこれからの
会社関係訴訟」ジュリスト1317号200頁（2006）、松原弘信「会社組織関係訴訟の被
告適格」川嶋四郎・中東正文編『会社事件手続法の現代的展開』169頁（日本評論
社、2013）。
（11）　高橋宏志『重点講義民事訴訟法〔上〕［第 2 版補訂版］』314頁（有斐閣、2013）
は、特別の利害関係ある者も独立に被告適格を認め共同被告とすべきである、とさ
れる。
（12）　松原・前掲注（10）174頁は、会社法の立法を理由に被選任取締役の手続保障
について当事者権の視点に基づく「実質的当事者」性を否定するのは形式論にすぎ
ず妥当ではない、とする。
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　会社と原告の馴合い訴訟ないしは詐害判決を防ぐためには、真の利害関
係人が訴訟の存在を知る機会を得るという点から、共同訴訟とすることに
一理あるものと思われる。また、後述の、第三者が詐害再審として救済を
求める際の民訴学説における議論を見ると、取締役を選任する株主総会決
議の取消し訴訟では、この段階で被告側を会社に限定しないことのメリッ
トも頷けるものがある。
　しかし、会社法という実体法の規定としては、訴え提起する原告の利便
性、すなわち訴訟の相手方被告を明確にしておくことを第一に考える必要
があろう。会社法は会社本体の管理にかかる問題であるから「会社の組
織」に関する事項としてひとくくりにしたわけである。たとえば株主総会
では、会社の意思決定として様々な内容が決議されるが、こうした株主総
会決議の効力を争うなら、相手方を会社として訴えれば足りることにな
る。このように、被告適格者は会社として明確化を図り、利害関係人はそ
こに共同訴訟的補助参加ができるとすることでその手続保障問題に対処す
る、とするのが妥当であると考える
（14）
。ただし、その問題点として、訴えが
提起されたことを利害関係人が知らない可能性があるため
（15）
、その者の事後
的な救済措置として、再審制度が着目されることになる
（16）
。
（13）　最判昭和45年 1 月22日民集24巻 1 号 1 頁。最判昭和36年11月24日民集15巻10号
2583頁は、株主総会決議取消の訴えにおける被選任取締役の共同訴訟参加の申出を
却下している。
（14）　本間靖規「会社訴訟における被告適格」神作裕之、中島弘雅、松下淳一、阿多
博文、高山崇彦編『会社裁判にかかる理論の到達点』204頁、221頁（商事法務、
2014）。法人が関係する訴訟の場合、当事者適格者は、法人内部における法律関係
により決めるべきである、とされる。
（15）　かつて、会社が当該訴えの提起があった旨の公告をすることが義務づけられて
いた（旧商法105条 4 項、株主総会決議取消しの訴えであれば同247条 2 項）。しか
し、平成16年改正で、会社に費用を負担させてまで、公告を要求する理由に乏しい
という理由で、訴え提起があった場合の公告の義務は廃止されてしまった（始関正
光編著『平成16年改正会社法』82頁（商事法務、2005））。立法論として、訴訟の提
起があったことを株主に知らせる必要性については後述する。
（16）　民事訴訟法の議論で提起されたように被選任役員が共同被告とされるであれ
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（ 2 ）会社法における再審規定
　会社法には、役員等の責任追及等の訴え（会社847条）が提起された場合
において、原告と役員等の被告が共謀して会社の権利を害する目的で判決
をさせたときの事後的な救済措置として、再審制度がおかれている（会社
853条）。
　責任追及等に関する訴えは、会社だけでなく株主も提起でき、しかも単
独株主権である。株主代表訴訟だけでなく会社自身が提起する場合も、会
社の経営者自身や現経営者と深い関係のある過去または現在の役員らが被
告となる。そこで、関係者間の馴合い訴訟になり、会社に対する責任を否
定する確定判決が得られてしまうリスクがある。一方で、株主代表訴訟に
おいて原告たる株主が受ける判決の効力は、勝訴敗訴の如何を問わず、本
来の適格者である会社に同一の効力が及び（民訴115条 1 項 2 号）、その結
果として、他の株主にもその効力が及ぶことになる。
　そこで会社法は、馴合いを防止し、訴訟手続面で公正を図るため、会社
と取締役との間の訴えに関し、会社を代表する者について規定を置く（会
社353条、364条、386条、399条の 7 、408条）。また、責任追及等の訴えを提起
した株主は、会社に訴訟告知を行い（会社849条 4 項）、訴訟告知を受けた
会社または会社自身が訴え提起したときは会社が、その旨を公告しまたは
株主に通知しなければならないとされている（同条 5 項、 9 項）。こうし
て、会社や株主はそのような訴訟に参加する機会が確保され（会社849
条）、馴合い訴訟になることも防止することができる。
　とはいえ、他の株主が代表訴訟の提起を知らされずに訴訟参加できない
可能性や、知っていても原告の訴訟追行を信頼して訴訟参加をしない可能
性があり
（17）
、結果として被告の責任なしあるいは少ない賠償額で確定させる
ば、訴訟の存在を知ることができる、というメリットはある。しかし、会社の組織
に関する訴えにかかる利害関係人は多様である。
（17）　上柳克郎他編 『新版注釈会社法（ 6 ）』［北沢正啓］526頁（有斐閣、1987）。
会社の組織に関する訴えにかかる詐害判決と第三者の救済（瀬谷）　　177
ということも考えられる。そこで会社法は、こうした確定判決を覆す再審
の制度を用意した（会社853条）。判決ではなく、会社を害する裁判上の和
解や請求放棄があった場合も会社法853条を類推解釈してそのような和解
等からの救済の根拠にできる、と考えられる
（18）
。
　再審にあたっては、原訴訟の当事者の地位保護の観点から、原告・被告
の共謀があることが必要である
（19）
。その他、会社法に特則のない、管轄裁判
所、訴訟手続、出訴期間などについては、民事訴訟法の規定が準用され
る。
　役員等の責任追及等の訴えにおける訴訟当事者間の馴合いで損失を被る
可能性があるのは、会社ひいては株主全体である
（20）
。会社法853条による再
審制度の法定は、会社法として、そうした会社全体の利益を守るためであ
るとすると、会社の組織に関する訴えを含めた会社関係訴訟一般について
詐害判決であることを再審事由として認めるかどうかは、会社法上の立法
政策に属する問題である、ともいえる。この点について、詐害判決に対す
る再審の許否は、民事訴訟法上の手続正義の観点のみから決せられるもの
ではない、とした裁判所の判断もある（後掲 判例 3 ─ 2 ）。
　このような再審規定を欠く会社の組織に関する訴えでは、会社法が対世
（18）　大阪地判平成15年 9 月24日判タ1144号252頁。なお、会社法は平成26年改正で
和解に関する規定を整備したが、不当な和解の可能性は残されている。再審事由に
あたる瑕疵があれば和解の無効原因になり、会社法853条を類推しその効力を争う
ことができる、と考えられる（江頭・前掲注（ 7 ）490頁、酒巻俊雄、龍田節代表
編集『逐条解説会社法　 9 巻 外国会社・雑則・罰則』［三浦治］305頁、321頁（中
央経済社、2016）、奥島孝康・落合誠一・浜田道代編『新基本法コンメンタール会
社法 3 〔第 2 版〕』〔山田泰弘〕455頁（日本評論社、2015））。
（19）　目的や共謀の立証は難しく、再審が認められる要件としては厳しい。会社組織
に関する訴えの再審の場合も、その要件は、別途、検討を要する（立法論として、
三木浩一＝山本和彦編『民事訴訟法の改正課題』（ジュリスト増刊）181頁（2012）
参照）。
（20）　責任追及の訴えの構造については、河野正憲「会社事件手続法の総論的考察」
『会社事件手続法の現代的展開』30頁（日本評論社、2013）、奥島他編・前掲注
（18）408頁。 
178　　早法 94 巻 3 号（2019）
効を与えた趣旨を重視し、会社組織関係の画一的確定が優先する政策であ
る、と割り切る考え方もあろう。再審制度はいったん判決が確定した後に
なされるものであり、訴訟経済の点からもたやすく認められるものではな
い。非常の不服申立て方法であるから、それが正当化できるだけの根拠に
裏付けられたものでなければならない。前述の会社法の他に、一般社団・
財団法人法、特許法、行政手続法などに再審規定があるが
（21）
、これら特別の
規定は、それぞれの立法趣旨に沿って認められている。もっとも、会社の
組織に関する訴えに、責任追及等の訴えの場合のような、再審に関する会
社法上の明文の規定がないことをもって、第三者による詐害再審そのもの
を認めないという結論に結びつくものでもない。
3 ．組織に関する訴えと第三者の利益にかかる判例
　ここで、会社組織に関する訴訟で詐害的な判決に対する再審請求がなさ
れた事案について、判例の動向を概観しておくこととする。いずれも、株
主（社員）間に争いがあり、被告会社側の不誠実な訴訟遂行が疑われるも
のである。
総会決議不存在確認の訴え認容判決の再審請求 
［事実の概要］
　原審確定判決の主文は「被告 Y 株式会社の（ 1 ）昭和22年 1 月28日の取
締役および監査役を選任した旨の株主総会の決議、（ 2 ）昭和22年12月26
日取締役および監査役を選任した旨の株主総会の決議、（ 3 ）昭和23年12
月12日取締役を選任した旨の株主総会の決議、（ 4 ）昭和24年 4 月 1 日取
（21）　一般社団・財団法人法（役員の責任追及の訴えについて）283条、特許法172
条、商標法58条、意匠法54条、実用新案法43条、そして行政事件訴訟法34条には再
審の訴えに関する規定がある。特別法における詐害再審制度について、三木＝山本
編・前掲注（19）178頁、杉山悦子「第三者による再審の訴え」一橋法学13巻 3 号
85頁（2014）。
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締役を選任した旨の株主総会の決議はいずれも存在しないことを確認す
る。」というものである。
　Y 社（再審被告）の株主である X（再審原告）は、原審判決主文で不存
在とされた（ 1 ）および（ 3 ）の各総会決議で選任せられた取締役および
代表取締役であり、以来昭和33年12月、Y 社が東京地裁で職務代行者選任
の仮処分を受けたため意に反して職を去るまで、引き続きその地位にあっ
た。ところが仮処分を機会に、これより昭和34年 5 月までの間に Y 社は
訴外 Z らの支配するところとなった。Z らはその後、Y 社の名を使用し
て X ら旧役員に対し、X らに支払われた報酬や給料などが Y 社の損害金
であるとして、熊本地裁に、金2000万円を超える損害賠償請求訴訟を提
起し、現に審理中であった。
　Z らは、さらに Y 社の本店を東京から名古屋市に移し、名古屋地裁に
A（再審被告）を原告として、Y 社の昭和26年、28～30年、32年、33年の各
株主総会の不存在およびその抹消登記手続を求める訴訟をなし、原告勝訴
の判決を得た。この判決確定後それを知った X は、名古屋地裁に、X が
Y の株主であり、また不存在とされた株主総会において選任された取締
役であること、さらに熊本地裁における損害賠償請求事件で原審判決が不
利益な証拠として使用されるおそれがあるとして、再審の訴を提起した。
判例 1  名古屋地判昭和39年 3 月 6 日下民集15巻 3 号488頁
［判旨］
　「再審の訴は、第三者であつてもその者に判決の効力がおよびこれが排
除につき不服申立の利益があれば、これを提起できるものと解されるが、
それをどんな形式でなすべきかにつき民事訴訟法は直接規定するところが
ない。
　原審において当事者でなくその地位の承継人でもない者が右訴を提起す
るには、それとともに第七一条による参加の申立をなし、かつ、右の申立
には自己の主張する権利もしくは法律関係に相応せる独自の請求が含まれ
ていなければならないと解される。
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　これを本件についてみるに、………右申立は再審被告の請求の排斥を求
める申立の域をでないもので、なんら自己独自の請求を含まず、かかる申
立をもつてしては適法な参加申立ありというをえず、右申立はすでにこの
点において不適法たるを免れない。」
有限会社の社員総会決議不存在確認の訴え認容判決の再審請求
［事実の概要］
　有限会社Ｂの社員であるＡ（再審被告）が、Ｂに対して X を出資者とす
る第三者割当増資を行う旨の社員総会決議の不存在確認の訴えを提起し
た。しかし、B 側の欠席により全部認容され判決が確定したため、X は、
その既判力により出資引受権を有しないこととなった。そこで X（抗告
人・再審原告）は、同判決には民事訴訟法338条 1 項 3 号所定の再審事由が
あると主張して再審を請求したが、棄却されたため抗告した事案である。
判例 2  大阪高決平成15年12月16日（抗告審）破棄自判［確定］判例タイ
ムズ1152号287頁
　「抗告人の再審の訴えの当事者適格について
（ 1 ）有限会社では資本総額が定款の絶対的記載事項であり、授権資本制
度もないので、資本を増加させる場合には、定款変更に関する社員総会の
特別決議が必要であり（有限会社法47条、48条）、資本増加の際に第三者に
出資引受権を授与する場合には、その社員総会においてその旨の決議が必
要となる（有限会社法49条 3 号）。
（ 2 ）本件決議を無効又は不存在とする判決は、第三者に対しても効力を
有するから（有限会社法41条、商法252条、109条 1 項）、抗告人は、その判決
が確定すれば、本件決議によって付与されたはずの出資引受権を有しない
ことになり、相手方会社の社員権（出資持分）も取得しなかったことにな
る。すなわち、抗告人は、本案判決の既判力によって拘束され、かつ、本
案判決によって直接的に自己の権利を害されるのであって、本案訴訟の当
事者に準じる立場にあるということができる。
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（ 3 ）したがって、本案訴訟が提起され、相手方会社において本件決議が
有効に成立したことを積極的に主張しない場合、抗告人は、民事訴訟法47
条 1 項所定の「訴訟の結果によって権利が害されることを主張する第三
者」として、相手方 A の本案請求の棄却を求めるとともに、相手方らと
の関係で本件決議が有効であることの確認を求め、本案訴訟に独立当事者
参加をすることができたはずであり、本案判決が確定した後は、独立当事
者参加の方式により、その再審の訴えを提起する資格を有する者と解され
る。そうすると、抗告人は本案判決の当事者ではないが、抗告人が提起し
た本件の再審の訴えは適法である。」
　「再審事由及び再審期間について
　再審制度は、たとえ法的安定を害することになっても、正義に反する確
定判決を取り消すための救済手段が必要であるとの理念に基づいて設けら
れた制度であり、このような再審制度の趣旨に立ち帰れば、他人間訴訟の
詐害判決について再審を認める旨の明示的な文言を使用した規定がないと
の一事から、民事訴訟法338条 1 項 3 号に関する極めて厳格な文言解釈に
拘泥し、確定した詐害判決に対する救済を拒否すべきとの解釈論をとるこ
とは相当ではない。
　したがって、既判力によって訴訟当事者以外の第三者の具体的な権利を
制限する確定判決があり、訴訟当事者が当該第三者の存在を知りながら敢
えてその者に訴訟の存在を知らせなかったという本件のような場合には、
当該確定判決に民事訴訟法338条 1 項 3 号の再審事由があるとの解釈をし
ても差支えがないものと思料される。」
新株発行無効の訴えの認容判決を争う再審の訴え
［事実の概要］
　Y 1 株式会社（再審被告）の代表取締役であった X（再審原告）は、平成
23年 2 月、保有する Y 1 社の新株予約権を行使し、Y 1 による普通株式
1500株の新株発行により、当該株主となったが、平成23年 3 月に代表取締
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役を解任され、代表権のない取締役となった。
　この新株発行の効力を争う Y 1 社の株主 Y 2 は、同 7 月13日、Y 1 社を
被告として、東京地裁に、本件新株が存在しないことの確認を求める訴え
を提起し、その後、予備的に、本件新株発行の無効確認の訴えを追加した。
　第一回口頭弁論期日において Y 1 社は、請求原因事実を認める答弁をし
たが、裁判所は、当事者双方からそれぞれ申し出のあった書証を採用して
取り調べ、第二回口頭弁論期日では、Y 1 社から提出された本件株式発行
が見せ金によることなどが記載された陳述書を取り調べた上で口頭弁論を
終結させた。平成23年 9 月、主位的請求棄却、予備的請求認容判決が言い
渡され、同年10月に同判決は確定した（前訴判決）。
　平成23年10月になって、本件前訴判決の存在を知った X は、同判決は
X に対しても効力を有する（会社838条）にもかかわらず、Y 1 および Y 2
はその訴訟係属を X に知らせずに確定させたために、X の権利が害され
たと主張し、前訴判決には、民事訴訟法338条 1 項 3 号の代理権欠缺に準
じた再審事由があるとして、独立当事者参加（民訴47条 1 項）の申し出を
した上、Y 1 、Y 2 らを被告として、前訴判決に対する再審の訴えを提起
した。
判例 3 ─ 1 原々審　東京地裁決定　平成24年 3 月30日民集67巻 8 号1716頁　
再審請求棄却
　「会社の組織に関する訴えに係る請求認容判決の対世効によって権利を
侵害されたと主張する第三者が、民訴法338条 1 項 3 号所定の事由に準ず
る再審事由があると主張してする再審の申立ては、………確定判決の対世
効による法律関係の画一的処理が図られないこととなってもやむを得ない
特段の事情が認められる場合に限って、これを認め得るものと解するのが
相当である。これを本件について見るに、………そのような特段の事情の
存在は、これをうかがうことができない。」
判例 3 ─ 2 原審　東京高裁決定　平成24年 8 月23日民集67巻 8 号1726頁　
抗告棄却
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　「会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決が詐害判決で
あると認められる場合に、………詐害判決であることを独立の再審事由と
して認める明文の規定がない以上、民事訴訟法338条 1 項各号の規定の限
度を超えて、詐害判決であることを同項 3 号の代理権欠缺に準じた再審事
由であると認めることはできない。」
　「会社の組織に関する訴えにかかる請求を認容する確定判決について、
詐害判決であることを再審事由として認めるかどうかは、会社法上の立法
政策に属する問題であり、この確定判決に出訴期間等の制限のない再審の
訴えの提起を認める解釈は、その旨の明文の規定を有しない会社法838条
の予定しないところである。」
判例 3 ─ 3 最一決平成25年11月21日民集67巻 8 号1686頁　破棄差戻し
　「新株発行の無効の訴えに係る請求を認容する確定判決の効力を受ける
第三者は、再審原告として上記確定判決に対する再審の訴えを提起したと
しても、上記確定判決に係る訴訟の当事者ではない以上、上記訴訟の本案
についての訴訟行為をすることはできず、上記確定判決の判断を左右でき
る地位にはない。そのため、上記第三者は、上記確定判決に対する再審の
訴えを提起してもその目的を達することができず、当然には上記再審の訴
えの原告適格を有するということはできない。
　しかし、上記第三者が上記再審の訴えを提起するとともに独立当事者参
加の申出をした場合には、上記第三者は、再審開始の決定が確定した後、
当該独立当事者参加に係る訴訟行為をすることによって、合一確定の要請
を介し、上記確定判決の判断を左右することができるようになる。
　新株発行の無効の訴えは、株式の発行をした株式会社のみが被告適格を
有するとされているのであるから（会社法834条 2 号）、上記株式会社によ
って上記訴えに係る訴訟が追行されている以上、上記訴訟の確定判決の効
力を受ける第三者が、上記訴訟の係属を知らず、上記訴訟の審理に関与す
る機会を与えられなかったとしても、直ちに上記確定判決に民訴法338条
1 項 3 号の再審事由があるということはできない。
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　しかし、当事者は、信義に従い誠実に民事訴訟を追行しなければならな
いのであり（民訴法 2 条）、とりわけ、新株発行の無効の訴えの被告適格が
与えられた株式会社は、事実上、上記確定判決の効力を受ける第三者に代
わって手続に関与するという立場にもあることから、上記株式会社には、
上記第三者の利益に配慮し、より一層、信義に従った訴訟活動をすること
が求められるところである。そうすると、上記株式会社による訴訟活動が
およそいかなるものであったとしても、上記第三者が後に上記確定判決の
効力を一切争うことができないと解することは、手続保障の観点から是認
することはできないのであって、上記株式会社の訴訟活動が著しく信義に
反しており、上記第三者に上記確定判決の効力を及ぼすことが手続保障の
観点から看過することができない場合には、上記確定判決には、民訴法
338条 1 項 3 号の再審事由があるというべきである。」
　本決定では、
　（ 1 ）　当該第三者は、上記訴えに係る訴訟の係属を知らず、上記訴訟の
審理に関与する機会を与えられなかった、
　（ 2 ）当該第三者は、上記訴訟の係属前から、上記株式会社に対して自
らが発行を受けた株式につきその発行の有効性を主張するなどしており、
仮に上記訴訟の係属を知れば、上記訴訟に参加するなどして株式の発行の
無効を求める請求を争うことが明らかな状況にあり、かつ、上記株式会社
はそのような状況にあることを十分に認識していた、
　（ 3 ）上記株式会社は、上記訴訟において請求を全く争わず、かえって、
請求原因事実の追加立証を求める受訴裁判所の訴訟指揮に対し、自ら請求
原因事実を裏付ける書証を提出した、
　（ 4 ）上記株式会社は、当該第三者に対して上記訴訟の係属を知らせる
ことが容易であったにもかかわらず、これを知らせなかった、
　という事実を認め、原告適格及び再審事由の有無について審理を尽くさ
せるためとして、原審に差し戻した。
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株式会社の解散に係る請求を認容する判決に対する再審の訴え
［事実の概要］
　本案事件 Y 会社（再審被告）は、ドライブイン「道の駅」の経営等を目
的とする株式会社（平成 8 年 6 月18日成立、資本金2200万円、発行済株式総数
440株）で、本案事件の当時、取締役会及び監査役を設置していた。本案
事件原告ら（再審被告）及び再審原告 X は、少なくとも平成24年 6 月前か
ら現在まで、いずれも Y 会社の発行済株式の各11分の 1 （40株）を有する
株主である。
　Y 会社は、定款記載の目的で土地を購入する等の準備を行ったが、平
成12年、「道の駅」の開設を断念し、平成13年 7 月に同土地を売却した。
Y 会社は、その活動資金を出資金、借入金等で賄っていたが、その借入
金等の精算を行うため、Y 会社の株主に対し、債務確認請求訴訟を提起
し、最終的に株主全員と和解を成立させ、借入金等の精算を完了した。Y
会社は、精算完了後の平成23年11月に解散の決議（特別決議）を行うため、
臨時株主総会を開催したが、11名の株主のうち 3 名が解散に反対し、 1 名
は総会による解散は困難であると主張したため、解散の決議を行うには至
らなかった。Y 会社は、前記和解成立後、何ら事業を行っていないが、
事業税等の負担は生じている。
　本案事件原告ら（再審被告）は、Y 会社に対し、平成24年 6 月、会社法
833条 1 項 1 号に基づき Y 会社の解散を求める訴えを提起した（本案事
件）。本案事件において、Y 会社は請求原因事実の大部分を認め、会社法
833条 1 項 1 号の要件の存在も争わなかった。
　本案事件裁判所は、平成24年 7 月、第 1 回口頭弁論期日において弁論を
終結、同年 8 月、証拠及び弁論の全趣旨により請求原因事実を認定した
上、これらの事実によれば、Y 会社が事業を継続することは極めて困難
であり、Y 会社の存続自体が無意味ともいうべき状況にあり、解散以外
の方法では現在の状況を打開することができないにも関わらず、株主間の
不和、対立等により解散決議をなし得ない状況にあると認め、会社法833
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条 1 項 1 号の要件を満たすと判断し、Y 会社を解散する旨の判決（原判
決）を言渡し、原判決は、同年 9 月に確定した。平成25年 1 月21日に本案
事件の記録を閲覧して原判決の存在を知った X は、同年 2 月13日、本件
再審請求を行った。
判例 4 ─ 1 原々審　新潟地裁高田支部決平成25年 5 月 2 日金判1448号20頁
　「株式会社が解散するかどうかは、当該株式会社の株主に重大な影響を
及ぼす事項であるから、再審原告は、原判決の取消しにつき固有の利益を
有する第三者に当たるというべきであり、本件再審請求の当事者適格を有
するというべきである。」
判例 4 ─ 2 原審　東京高決平成25年 9 月27日金判1448号19頁
　「本案事件の請求を認容する確定判決は、会社法838条により第三者に
対してもその効力を有し、これによって、抗告人主張のように、第三者の
権利が害されることがあり得る。しかし、その場合に、民事訴訟法338条
1 項各号の規定に当たるときは格別、その限度を超えて、当該確定判決に
より権利を害された第三者であること自体をもって、民事訴訟法338条 1
項 3 号の代理権欠缺ないしこれに準じた再審事由に当たると認めることは
できない。」
判例 4 ─ 3 最一小決平成26年 7 月10日原決定破棄・自判 （再審の訴え却下） 
　金判1448号10頁、判例時報2237号42頁
　「新株発行の無効の訴えに係る請求を認容する確定判決の効力を受ける
第三者は、上記確定判決に係る訴訟について独立当事者参加の申出をする
ことによって、上記確定判決に対する再審の訴えの原告適格を有すること
になる（最高裁平成24年（許）第43号同25年11月21日第一小法廷決定・民集67
巻 8 号1686頁参照）。この理は、新株発行の無効の訴えと同様にその請求を
認容する確定判決が第三者に対してもその効力を有する株式会社の解散の
訴えの場合においても異ならないというべきである。
　そして、独立当事者参加の申出は、参加人が参加を申し出た訴訟におい
て裁判を受けるべき請求を提出しなければならず、単に当事者の一方の請
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求に対して訴え却下又は請求棄却の判決を求めるのみの参加の申出は許さ
れないと解すべきである（最高裁昭和42年（ｵ）第867号同45年 1 月22日第一
小法廷判決・民集24巻 1 号 1 頁参照）。
　これを本件についてみると、抗告人は、相手方 Y 1 らと相手方会社との
間の訴訟について独立当事者参加の申出をするとともに本件再審の訴えを
提起したが、相手方 Y 1 らの相手方会社に対する請求に対して請求棄却の
判決を求めただけであって、相手方 Y 1 ら又は相手方会社に対し何らの請
求も提出していないことは記録上明らかである。そうすると、抗告人の上
記独立当事者参加の申出は不適法である。なお、記録によれば、再審訴状
の「再審の理由」欄には、相手方会社との関係で解散の事由が存在しない
ことの確認を求める旨の記載があることが認められる。しかし、仮に抗告
人が上記独立当事者参加の申出につきこのような確認の請求を提出してい
たと解したとしても、このような事実の確認を求める訴えは確認の利益を
欠くものというべきであって、上記独立当事者参加の申出が不適法である
ことに変わりはない。」
　金築裁判官の意見
　「独立当事者参加について、判例上いわゆる三面訴訟説が採られていた
時代には、請求の定立を不要とすることは理論上難しかったかもしれない
が、現行民事訴訟法が当事者の一方だけを相手方とする独立当事者参加も
許容している現在、この点を柔軟に考える余地が生じているのではあるま
いか。
　ただ、詐害防止参加は補助参加と区別された当事者としての参加であ
り、訴えの却下又は請求棄却を求めて独立当事者参加をする場合、いわば
被告の地位を併存的に引き受けたような形になるのであるから、原告の請
求について被告となり得る者であることは必要と考えるべきであろう。こ
の観点から本件を見ると、会社法834条20号は、株式会社の解散の訴えの
被告適格を当該株式会社と法定しており、株主は上記訴えの被告適格を有
しないから、株主が、単に訴えの却下又は請求棄却を求めて、被告の立場
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で解散訴訟に独立当事者参加の申出をすることはできないと解さざるを得
ない。……会社法が解散の訴えの被告適格を会社に限定したという立法政
策の結果として、やむを得ないもののように思われる。」
　山浦裁判官の反対意見
　「詐害防止参加は、原告と被告によるなれ合い訴訟により参加申出をし
ようとする者の権利を害する判決が出ることを阻止することに目的があ
る。そのため、参加申出をしようとする者は、原告の被告に対する請求を
棄却する判決を得れば十分であって、それ以上に自己の請求についての判
決を求めているわけではない。このような場合に、原告又は被告に対して
請求を定立することを要求するのは、参加申出をしようとする者に不可能
を強いることになりかねない。……相手方会社が解散していないことを前
提に特定の取締役の地位存在確認の訴えを提起したり、相手方会社の解散
を命ずる判決の確定を前提としてされた清算人の選任手続の無効を主張し
て清算人の地位不存在確認の訴えを提起したりすることも考えられないで
はないが、このような技巧的な請求を定立しなければならないのであろう
か。
　詐害防止参加については、当事者となり一定の権限を行使することがで
きることで必要にして十分であり、無理に請求を定立させる必要はないと
いうべきである。」
4 ．民事訴訟法による詐害再審の可能性 
─判例の流れと学説─
（ 1 ）民事訴訟法における詐害再審制度
　明治24年に施行された民事訴訟法（明治23年法律29号。以下、明治民訴と
いう。）は、詐害再審の規定を置いていた。
　この明治民訴は、大正15年に改正されるまで、同法483条において、原
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告・被告が共謀して、第三者の債権に損害を与える目的で訴訟をする場
合、当該第三者は主参加をすることができると共に、判決が出された後に
は、原告と被告を共同被告として原状回復の訴えを提起することが認めら
れていた。その際、再審の規定が準用され、「詐害再審」と呼ばれていた。
詐害再審制度は旧民法341条の規定を受けて設けられていたが、民法改正
でこの民法規定が廃止されたため、それに対応して、大正15年の民事訴訟
法改正の際、廃止されたという
（22）
。
　このような制度改革に対して、詐害判決の効力を受ける者の権利保護と
いう点で問題がある、という批判はあったとされる。しかし、当事者の手
続保障は、新設された独立当事者参加制度（旧民訴71条）を用いることに
より詐害判決が出されないようにすれば、再審を認めるまでもない、むし
ろ再審を認めることは確定判決を尊重するという趣旨を滅却するおそれが
ある、との主張もなされている
（23）
。その後の平成 8 年の民事訴訟法改正で
も、詐害再審制度の新設は見送られ、現行民事訴訟法（平成 8 年改正）に
詐害再審制度は存在しない。
　独立当事者参加は、すでに二当事者の間で訴訟関係が成立していること
を前提に、第三者が当事者として新たに請求を定立して、訴訟法律関係に
加入することを認める制度とされる。詐害防止のために独立当事者参加
（民訴47条 1 項前段）する場合、参加人は、二当事者間の訴訟によって権利
が害されることを主張する第三者である。平成 8 年改正前の民事訴訟法
では、三者が互いに争う紛争を解決するというものであったが、現行民事
訴訟法下では、片面参加も認められ（民訴47条 1 項）、自己に判決の効力が
生じることを食い止める制度として、活用の幅が拡大したとされる
（24）
。
（22）　再審制度の沿革について加波眞一『再審原理の研究』119頁以下（信山社、
1997）、徳田和幸「独立当事者参加における請求の定立について」『新堂幸司先生古
稀祝賀 民事訴訟法理論の新たな構築　上巻』715頁（有斐閣、2001）。
（23）　加波・前掲注（22）136頁、徳田・前掲注（22）719頁。
（24）　梅本吉彦『民事訴訟法［第 4 版］』677頁（信山社、2009）。
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　このように、詐害判決から利害関係人を保護する必要が認められるな
ら、事前だけでなく事後、すなわち既に判決が確定している場合にも詐害
判決に対する救済として再審制度が検討されてもよいのではないか、とい
うことになる
（25）
。
（ 2 ）　再審おける当事者適格
　それでは、会社の組織に関する訴えにかかる請求を認容する確定判決の
効力を受ける第三者は、現行民事訴訟法の枠内で再審を直接申し立てるこ
とはできるか。
　民事訴訟法上、再審の原告となりうるのは、確定判決の効力を受けか
つ、その取消し・変更を求める固有の利益を有する者であり、原則とし
て、確定判決の当事者とその承継人で全部または一部敗訴している者、と
される。もっとも、判決の効力が第三者に及ぶ場合には、判決の取消しに
ついて固有の利益を有する第三者も再審の訴えを提起しうる、とされる
（26）
。
会社の組織に関する訴えでは、第三者に判決の効力が及ぶので、その第三
者が含まれることになる。とはいえ、そのような第三者がどのような方法
で再審の申立てをなせばよいのかは、民事訴訟法に直接規定するところが
ない。
　判例には、前訴への関与の機会が奪われたことが再審を求める第三者固
有の利益であるとして、当事者適格を認めるものがある
（27）
。これによれば、
（25）　そもそも詐害再審制度の廃止は、立法の過誤であるとの見解（鈴木正裕「判決
の反射的効果」判例タイムズ261号10頁（1971）、岡田幸宏「判批」私法判例リマー
クス49（2014〈下〉）125頁等）、さらに改正に向けた提案もなされている（三木＝
山本編・前掲注（19）176頁）。
（26）　新堂幸司『新民事訴訟法［第 5 版］』945頁（弘文堂、2011）、高橋宏志『重点
講義　民事訴訟法［下］第 2 版補訂版』794頁（有斐閣、2014）、秋山幹男＝伊藤眞
＝加藤新太郎＝高田裕成＝福田剛久＝山本和彦『コンメンタール民事訴訟法Ⅶ』 5
頁（日本評論社、2016）。
（27）　解散判決請求訴訟おいて、最一小決平成26年 7 月10日の原々審である新潟地裁
高田支部決平成25年 5 月 2 日金判1448号20頁 判例 4 ─ 1 および、原審・東京高決平
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このような第三者が直接、再審を申し立てることができる、ということに
なる。しかし、現行民事訴訟法の枠内では、再審を申し立てる第三者が、
再審開始決定によって復活する前訴との関係で当事者適格を有していない
場合は再審原告にはなれず、第三者は、参加の申出とともに再審を申し立
てるべきである、とするのが通説である
（28）
。すなわち、判決の効力が第三者
に及ぶ場合、判決の取消しについて固有の利益を有する第三者は、独立当
事者参加の形式により、本訴の両当事者を共同被告として再審の訴えを提
起できる、というものである。第三者が独立当事者参加する前提として、
「他人間に訴訟が係属中」であることを要するから、すでに判決が確定し
ている場合は、再審の訴えを提起するとともに独立当事者参加の申出をす
ることになる。再審の訴えを提起するとともに独立当事者参加の申出を行
えば、潜在的な訴訟係属があると解することができるのであって、独立当
事者参加をするために必要とされる「他人間に訴訟が係属中」であると
は、このような潜在的なもので足りるとされる
（29）
。
　こうして再審開始の決定が確定すれば、本案の再審理の途が開かれるこ
とになり（民訴348条）、再審開始決定後の本案審理で、合一確定（民訴40
条）の限度で独自に訴訟追行できる、と説明される。
　最高裁判所も、再審請求するには前審において当事者たる地位にあるこ
とが必要であるから、第三者は直ちに原告適格が認められる訳ではないと
の立場に立ちつつ、適法な独立当事者参加の申出とともに再審の申立てを
行えば再審の原告適格ありとしており
（30）
、多くの学説はこの点について判例
を支持しているが、学説には、共同訴訟的補助参加することで再審の原告
適格ありとするものもある
（31）
。
成25年 9 月27日金判1448号19頁 判例 4 ─ 2 である。
（28）　秋山幹男ほか・前掲注（26） 6 頁・56頁。
（29）　伊藤眞『民事訴訟法［第 4 版補訂版］』651頁（有斐閣・2014）。
（30）　前掲判例（ 判例 3 ─ 3 、判例 4 ─ 3 ）　参照。
（31）　三谷忠之『民事再審の法理』322頁（法律文化社、1988）。高橋・前掲注（26）
798頁は、独立当事者参加、共同訴訟的補助参加のどちらも可能とする。もっとも、
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　いずれにしても、このような方法で第三者が再審の原告適格を得ること
は認められており、裁判所も第三者が再審原告となる道を開いている。と
はいえ、次に問題となるのは再審事由である。
（ 3 ）再審事由
　民事訴訟一般に対する再審制度は認められているが、再審は、紛争解決
のための既判力を打破するためのものであるから、民事訴訟法が掲げる再
審事由は、限定列挙と解されている（民訴338条 1 項各号）。それでは、明
治民訴のような第三者による詐害再審制度を欠く状況で、詐害訴訟を理由
とする再審請求が認められる余地はあるのか。
　会社法上の責任追及等の訴えの再審において想定される馴合い訴訟が、
会社の組織に関する訴えについて生じても、民事訴訟法の制度による再審
を求めることは困難であるともいえる
（32）
。実際、再審を認めるにはそのため
の規定が必要であり、詐害判決は民事訴訟法の「再審事由」には含まれて
いないとして、請求を棄却したものが東京高裁平成24年 8 月23日の決定
（ 判例 3 ─ 2 ）である。
　これに対して、前掲大阪高裁（ 判例 2 ）が民訴338条 1 項 3 号の代理権
または必要な授権の欠缺にあたる余地を認め、その後最高裁判所もこれに
続いた。本来 3 号事由は、当事者が訴訟において適法に代理されなかった
すべての場合であるが、この解釈によれば、前訴の詐害的な訴訟追行によ
りその権利が害されたこととなる第三者の手続保障の観点から、その適用
範囲を拡張することになる。
　そもそも会社法上、会社の組織に関する訴えの判決効を受ける第三者
が、前訴に関与することは予定されていない。したがって、第三者が手続
共同訴訟的補助参加の方法では参加人である第三者は、被参加人である前訴当事者
との関係で生じる再審事由以外は主張できないと考えられるため、後述の再審事由
との関係で問題となりうる。
（32）　責任追及等の訴えの再審は、会社法に制度があるからこそ可能とされる（江頭
他編著・前掲注（ 9 ）［澤口実］229頁）。
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に関与できなかったという一事をもって、 3 号事由による再審請求が認め
られるとは言えない。そのように解さないと対世効を定めた意味が減殺さ
れる。手続参加の機会が保障され、判決内容を正当化する仕組みが用意さ
れて、これが正常に機能する限り、「適法な授権がない場合」と同視する
ことはできない
（33）
。本来、「会社訴訟において独占的に被告適格を有する会
社には、信義に従った訴訟活動をすることが求められる（ 判例 3 ─ 3 ）」
はずであるのに、この独占的被告適格者すなわち会社に、著しい信義則違
反があった。そうであれば、前訴において被告適格のない第三者の手続保
障が必要であり、 3 号による再審事由がある、と考えることができる。
　この場合の信義則とは、確定判決の効力を受けるものの被告適格を有し
ない訴外第三者と独占的に被告適格を有する者の関係において生ずるもの
である。被告となる会社には特別の訴訟追行上の責任があるので、そこに
著しい信義則違反がなかったかが問われることになる。たとえば、判決効
を受ける第三者が前訴の係属を知れば訴訟に参加するなどして争うことは
明らかな状況を十分認識しながら前訴の係属を知らせなかった場合、ある
いは前訴被告が裁判を欠席するなど積極的に争わなかった場合（＝積極的
な訴訟追行を行わない）などは、詐害意図が疑われる。このような場合、
詐害的な訴訟追行により権利を害されることとなった判決効を受ける第三
者についても、訴訟当事者が代理人によって適法に代理されなかった場合
と同視できる、というものである（ 判例 2 ）。
　手続保障の欠如を 3 号に含める解釈は、民訴学説も肯定的である
（34）
。会社
法により被告適格を与えられた会社は、確定判決の拡張をうける第三者の
利益に配慮した訴訟活動を行う責務があり、会社による訴訟活動が著しく
信義に反する場合には、手続保障の観点から看過できないとして、代替的
手続保障の欠缺とする。すなわち、課せられた代替的手続保障の責務を引
（33）　岡田幸宏「判批」判例評論652号187頁（2013）。
（34）　梅本・前掲注（24）1081頁、加波眞一「判批」ジュリスト1466号136頁（2014）、
岡田・前掲注（25）125頁、石橋英典「判例研究」同志社法学66巻 3 号255頁（2014）。
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き出す根拠として信義則を用い、そこから 3 号に該当するという解釈を行
っている
（35）
。
　なお、別途、詐害再審制度を置く会社法853条、特許法172条、一般法人
法283条 1 項、そして明治民訴483条では、原訴訟の当事者の地位保護の観
点から、第三者再審の要件として、「当事者の共謀」を掲げている。この
点について平成25年最高裁決定（ 判例 3 ─ 3 ）では、「 3 号に準じる事由」
として「共謀」の存在を求めていないが、前訴両当事者の少なくとも一方
に詐害意図が必要であるとするものはある（ 判例 2 ）。なお、 3 号事由は
出訴期間の制約を受けないが（民訴342条 3 項）、この点の検討も必要であ
る（ 判例 3 ─ 2 参照）。
（ 4 ）独立当事者参加と参加人の請求の定立
　以上のように、詐害判決について 3 号の再審事由に該当することが認め
られるとして、再審原告は独立当事者参加にあたり請求を定立することが
必要か。
　民訴学説では、独立当事者参加は実質上の訴え提起であるから、当事者
として訴えを提起するには審判の対象となる請求の定立が必要である、とす
るのが通説であり
（36）
、判例も、通説の立場に立っている（ 判例 4 ─ 3 多数意見　
判例 1 ）。最高裁は、「参加の申出は、常に原被告双方を相手にしなけれ
ばならず、当事者の一方のみを相手とすることは許されない」（昭和42年
最高裁大法廷判決
（37）
）とし、「参加人が当該訴訟において裁判を受けるべき請
求を提出（定立）しなければならず、単に当事者一方の請求に対して、訴
え却下または請求棄却の判決を求めるのみの参加の申出は許されない」
（最一小判昭和45年 1 月22日民集24巻 1 号 1 頁）との判断を平成26年最高裁決
（35）　三木浩一「判批」民訴判例百選［第 5 版］247頁（2015）。
（36）　新堂・前掲注（26）832頁、伊藤眞・前掲注（29）658頁、菱田雄郷「多数当
事者論の新動向」論究ジュリスト24号55頁（2018）。
（37）　最大昭和42年 9 月27日民集21巻 7 号1925頁。
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定（ 判例 4 ─ 3 ）も引用している。もっとも昭和42年最高裁判決は独立当
事者参加の訴訟構造を三面訴訟として捉えているもので、昭和45年最高裁
判決はその影響下にある。しかし、現行民事訴訟法は、片面訴訟を認めて
いるため、これらを適用するのは適切ではない、との批判もある
（38）
。
　学説においていくつかの請求定立不要説
（39）
が述べるように、判決効を受け
る第三者は、確定判決を取り消すことができれば、目的を達する。また、
平成26年最高裁決定では「詐害防止参加は、原告・被告による馴合い訴
訟を阻止することで十分であり、無理に請求を立てる必要はない」との少
数意見もある。
　以上のように民訴学説上の争いは続いているが、いずれにしても最高裁
が請求の定立を要求していることは平成26年決定が示すとおりである。
そうすると、この段階で再審原告の訴えは大変困難な状況に至ってしまう
ことは同決定の少数意見が示すとおりである
（40）
。すなわち、例えば、新株発
行無効の訴えについての再審請求では、「新株発行によって発行された株
式の株主であることの確認」、解散を求める訴えについての再審請求では、
「解散事由が存在しないことの確認」になるのであろうか。もっとも「解
散事由の不存在の確認」では、事実の確認であるから確認の利益を欠くと
いう
（41）
。したがって裁判所に従えば、この段階で、再審の審理に進めない状
況が生じうることも明らかになった。
（38）　石橋英典「判例研究」 同志社法学66巻 6 号232頁（2015）。
（39）　高橋・前掲注（26）519頁、徳田・前掲注（22）729頁、石橋・前掲注（38）
236頁、間渕清史「判批」判例評論680号164頁（2015）、安西明子「判批」新・判例
解説 Watch 民事訴訟法 No.47（2014.9.26掲載） 4 頁）等。
（40）　 判例 4 ─ 3 山浦裁判官少数意見。
（41）　事実の確認であっても、紛争の根本的な解決に資するのであれば確認の利益を
認めるべき場合がある、との主張もある（高橋・前掲注（11）367頁、石橋・前掲
注（38）237頁）。
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5 ．会社法による対応の必要性
　会社の組織に関する訴えにおいて、対世効が及ぶ第三者の手続保障のた
めには、どのような手段があるか、民事訴訟法の理論も含めて概観してみ
た。
　判例では、前述の通り、まず、会社の組織に関する訴えでは被告適格者
は会社であるとしつつ、対世効が及ぶ第三者が会社側に補助参加すること
は認められるとした。しかしながら、実際には、この第三者には、訴え提
起があった事実を知る機会が法律上保障されていない。そこで判決確定後
であっても、前訴における会社の著しく信義に反する訴訟活動が認められ
る場合には、この第三者は、独立当事者参加の制度により再審原告となる
ことができるとされた。こうして再審に訴える途が開かれたとはいえ、今
度は、裁判所が求める再審における請求の定立は困難、という場面が生ず
ることも明らかになり、そのため本案の再審理の前で閉ざされる可能性が
判明した。民訴学説上は、このような裁判所の判断に批判的な見解も多く
述べられているところであり
（42）
、そのための理論展開による解決に魅力を感
じる。
　自己に不利益な判決効が及ぶ第三者の救済には、会社法だけでなく、知
的財産法の分野や行政事件訴訟法が特別の再審制度の規定をおいている。
会社の組織に関する訴えの詐害再審では、こうした特別法で認められる制
度の類推適用も考えられる
（43）
。しかし、会社法の場合ですら、前述の通り制
度趣旨は同じというわけではない。そうするとひとまず、民事訴訟法の再
審制度に求めるほかない。確かに、利害関係者及び判決効について特殊性
を持つ会社の組織に関する訴えを、現行の民事訴訟法一般にあてはめて解
決を図ろうとするには、不都合な部分が生ずる。したがって、民事訴訟法
（42）　前掲注（39）各文献参照 。
（43）　杉山・前掲注（21）103頁。
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の理論上の議論はともかくとして、争いの特殊性から、会社法において解
決すべき問題であるとの主張も一理ある
（44）
。
　会社の組織に関する訴えの利用実態を見ると、株主間の支配権をめぐる
争いという面が多く含まれる。そうすると、訴えの提起にあたり、少なく
とも株主への通知または公告が法定されれば
（45）
、詐害訴訟のリスクも少なく
なると考えられる。その場合、責任追及の訴えに関し公開会社以外の会社
では「株主への通知」（会社849条 9 項）としている立法は参考になる
（46）
。公
開会社以外の会社では、株主への通知は比較的容易と考えられるからであ
る。
　かつて、支配権に関わる新株発行の効力を争う場合について、募集事項
を株主に対して通知・公告することで、差止請求の機会を確保し、それに
伴って提訴期間が限定されている瑕疵を争う機会を保障するという議論が
あった
（47）
。会社の組織行為ではそれによって生ずる利害関係が多様であるた
め、事後救済には親しみにくいとされる
（48）
。そうであればなおさら、詐害判
（44）　平成26年決定の金築裁判官の意見、菱田・前掲注（36）54頁、吉垣実「判批」
ジュリスト平成26年度重判136頁（2015）、我妻学「判批」法学教室422号25頁
（2015）。会社法の問題として、会社の組織に関する訴えの提起に関する公告がない
ことが原因との指摘もある（安達栄司「判決効の拡張と第三者の救済」法律時報
88巻 8 号18頁（2016））。責任追及等の訴えにかかる再審の訴え（会社853条）の加
重された要件および出訴期間とのバランスも検討を要する。
（45）　責任追及等の訴えの提起があった旨の公告または通知義務は、馴合い防止のた
め維持されている。一方、会社の組織に関する事項について訴えの提起があった場
合は、会社組織にかかる情報開示と考えられる。
（46）　通知・公告を怠った場合は過料の対象として、その徹底をはかっている（会社
976条 2 号）。
（47）　不公正な新株発行により既存株主の利益が損なわれることを防ぐため、株主に
通知・公告が求められる（会社201条）。差止めの機会（会社210条）を保障し、新
株発行の効力発生後の争いを回避しようとするものである。もっとも、非公開会社
では、株主へ周知は、新株発行に関し総会の特別決議事項とする立法で解決した
（会社199条）。
（48）　稲葉威雄『会社法の解明』705頁（中央経済社、2010）。仮に、不誠実な訴訟行
為をした被告会社側の代表者の責任追及を認めても、利害関係人の会社法上の権利
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決を事前に防ぐ方策を採っておくことが重要であろう。
　その上で、会社の組織に関する訴えは確かに会社法の規定ではあるとし
ても、そこでの判決効を受ける利害関係人の保護は、会社法の組織の問題
というよりも、訴訟への参加の機会を不当に奪われた者に対する手続の保
障の問題であるから、民事訴訟手続きにかかる詐害再審制度を整えること
で対応すべきではないかと思われる
（49）
。
は回復しないからである。
（49）　その前提として、会社法による訴え提起の公告・個別通知の復活が先行する。
その上で、これらの通知がなく、訴訟への参加の機会が奪われた利害関係人につい
て、手続面で再審事由の有無が検討される、ということになる。
